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（１）地域生活支援

主な取組事項 取組の方向性（計画書から抜粋） 進捗・取組状況（今後の予定含む）

１ 短期入所の充実

障がいのある人とその家族が安心して暮らせるよう福祉
サービスを継続して実施するとともに，短期入所のさら
なる充実等に努めます。
【附帯意見（審議会答申）】
短期入所の充実など，医療ケアの必要な人に対する支援
策の充実について，具体化を図られたい。また，難病患
者の支援について，国の動向にも留意しながら，福岡市
における今後の対応を検討されたい。

平成25年度に福岡市共働事業提案制度においてNPO法人と共働
し，重症心身障がい児や難病患者等の医療的ケアが必要な障
がい児・者へのレスパイト利用可能なサービスである医療型
短期入所事業所の拡充に向けて，調査を実施した。25年度中
に６医療機関で短期入所の試行を実施。うち一部の医療機関
については，平成26年度に短期入所指定予定あり。

２
入院時コミュニケー
ション支援の対応検討

入院時のコミュニケーション支援の実施を検討します。
平成24年10月からサービスを開始。現在までに，８名のサー
ビス利用実績あり。入院時の利用に備えて８名が登録中。緊
急入院時は入院と同時に申請してサービス利用が可能。

３ 行動援護の充実
重度の知的障がいのある方などの外出機会の確保を図る
ため，行動援護について，サービスの充実を図ります。

事業所数，利用者数はともに伸びている。
・平成26年２月現在
　事業所数：22か所，実利用者数：86名，年間利用時間数：
  11569.5時間
・平成25年２月現在
  事業所数：19か所，実利用者数：82名，年間利用時間数：
  11720.5時間
・平成24年２月現在
  事業所数：17か所，実利用者数：58名，年間利用時間数：
  8113.5時間

４
移動支援の利便性向上
検討

移動支援については，国の制度の動向に留意するととも
に，必要な財政負担も考慮しながら，より一層利用しや
すいものとなるよう制度のあり方を検討します。
【附帯意見（審議会答申）】
移動支援については，障がい者の社会参加がより推進さ
れるようサービスの対象範囲の拡大や運用の見直しなど
を具体的に検討されたい。

○平成２４年７月から自宅以外が起点終点となる利用もでき
るよう改めた。
○平成２５年１１月から精神障がい児を新たに対象とした。
○移動支援のあり方を検討するため，平成２５年１２月に実
態調査を実施。現在集計中。

１　同計画に記載の「計画期間中の主な取組」について（平成２６年６月末時点）

　グループホームの設置や就労支援事業，行動援護などについては，事業所数，利用者数，サービス提供量ともに伸びている。
一方で，医療的ケアを必要とする重症心身障がい児・者や強度行動障がい者への支援については，一定の成果は上がっているものの，今後

さらなる取組みが必要となっている。

前回から変更部分下線あり

－
１

－



主な取組事項 取組の方向性（計画書から抜粋） 進捗・取組状況（今後の予定含む）

５ 日中活動の場の確保

障がいのある方の日中活動の場に関しては，利用者の障
がいの状態や希望に合わせて選択できるよう必要量を見
込み，とりわけ就労を通じた自立に効果的な就労移行支
援や就労継続支援Ａ型事業に関しては必要に応じて未利
用の市有施設（土地・既存建物）活用も視野に入れて，
整備に努めます。

○平成２６年度における日中活動の場の利用者数見込（4,260
人）に対して，平成２５年度の利用者数は5,127人（速報値）
であり，見込に対する実績は120.4％である。

なお，就労移行支援，就労継続支援Ａ型・Ｂ型は実績が伸
びた一方で,自立訓練の実績は伸びていない。

○特別支援学校卒業生の進路など利用者の希望等を踏まえ
て，障がい福祉サービス事業者の指定・指導業務等を通じて
必要なサービスの確保に努めている。

６ 発達障がい者への支援

発達障がい者に対しては，発達障がい者支援センターと
連携の下，生活訓練事業や就労移行支援事業の充実等を
通じて，対人関係スキルの向上や就労支援に努めます。
【附帯意見（審議会答申）】
今後も発達障がい者の増加が見込まれる中，発達障がい
者の就労支援等について，一層の支援方策を検討された
い。

○発達障がい者支援センター（ゆうゆうセンター）における
相談支援対象者の年齢別内訳では，平成２５年度実績で１９
歳以上の成人が49％を越えている現状がある。成人期の就労
支援のほか，その前段階の引きこもっている発達障がい者の
支援者養成やスキルアップに力を入れており，ゆうゆうセン
ターだけではなく，他の相談機関等支援者と共に発達障がい
者の支援を進めていく。

○平成24年度から，心身障がい福祉センターにコーディネー
ターを配置し，発達障がい者支援センターや民間も含めた障
がい者就労支援施設等，関連機関との連携を強化し，実習先
の開拓等就労に向けた支援の充実を図っている。

○市内に，就労移行支援や就労継続支援Ａ型の事業者参入が
進み，発達障がい者の受け入れも進んでいる。

サービス区分
26年度

利用見込量
（Ａ） 人/月

25年度

利用実績(速報値）
（Ｂ） 人/月

（Ｂ）/（Ａ）

生活介護 2,350 2,517 107.1%
自立訓練（機能訓練） 90 66 73.3%
自立訓練（生活訓練） 210 182 86.7%
就労移行支援 320 460 143.8%
就労継続支援Ａ型 200 409 204.5%
就労継続支援Ｂ型 1,090 1,493 137.0%

計 4,260 5,127 120.4%

－
２

－



主な取組事項 取組の方向性（計画書から抜粋） 進捗・取組状況（今後の予定含む）

７
強度行動障がい者への
支援

強度行動障がい者に対しては，これまでのモデル事業の
成果も踏まえ，支援する人材の育成も含めて，支援の拡
充を検討します。

○平成２４年度以降の取組み
・専任のコーディネーターを，ももち福祉プラザに１名配置
し，強度行動障がい者の共同支援の対象に行動援護を加える
とともに，支援員の派遣調整や民間事業所との連携強化を
図っている。
・強度行動障がい者支援研修に関して，発達障がい者支援セ
ンターの基礎講座の受講などを条件とし，基礎から実践まで
体系的な支援技術の習得が可能となるよう，充実を図った。
・平成２４年度に強度行動障がい者実態調査を実施した。
・未利用の学校用地を貸し付け，強度行動障がい者を受け入
れるケアホームを整備した。（２４～２５年度）
　

強度行動障がい者を集中して支援する拠点をモデル的に設
置するため，民間事業者と共同支援体制構築のための協議を
進めている（平成２７年１月設置予定）

８

医療ケアが必要な人へ
の生活介護，放課後等
デイサービス等（旧重
症心身障がい児（者）
通園事業）の充実

重症心身障がい児（者）通園事業については，平成２４
年度からの児童福祉法改正に対応し，医療ケアが必要な
方への生活介護（１８歳以上）や放課後等デイサービス
（学齢期）等として実施し，その充実に努めます。

○従来，市内で重症心身障がい児（者）通園事業を実施して
いた福岡病院では，平成２４年４月からの法改正に合わせ，
学齢児のための放課後等デイサービス，未就学児のための児
童発達支援事業所の指定をそれぞれ受け，利用者の継続利用
に支障が出ないよう円滑な事業移行を行った。

○重症心身障がい者に対する生活介護については，障がい福
祉サービス事業者の指定・指導業務等を通じて必要なサービ
ス量の確保に努めている。

－
３

－



主な取組事項 取組の方向性（計画書から抜粋） 進捗・取組状況（今後の予定含む）

９
グループホーム・ケア
ホームの設置促進

○障がい者グループホーム・ケアホームに関しては，よ
り効果的な補助のあり方を検討し，未利用の市有施設
（土地・既存建物）の活用も視野に入れて，設置促進に
努めます。また，住宅都市局と連携し，市営住宅をグ
ループホーム・ケアホームとして計画的に活用するモデ
ル事業を実施します。なお，グループホーム・ケアホー
ム報酬体系について，利用者への良好な処遇の確保や安
定的運営に資するよう，他都市と連携し，機会を捉えて
国に要望していきます。
○知的障がい者の将来にわたる安心の確保に関しては，
当事者の障がいの状況や希望を踏まえ，ライフステージ
全体で切れ目のない住まいの支援が行われるよう，グ
ループホーム・ケアホームの必要量を見込むとともに，
知的障がい者地域生活支援センターなどによる支援の
下，必要に応じて入所支援や介護保険施設の利用を支援
するなど，住まいの確保に努めます。
○受け入れ条件が整えば退院可能な精神障がい者に関し
ては，グループホーム・ケアホーム設置を促進するとと
もに，地域活動支援センターⅠ型などによる相談支援や
地域移行支援を活用したり，自立支援協議会による地域
の社会資源の有機的連携を通じて，地域生活を支援しま
す。

○障がい者グループホーム・ケアホームについては，下記の
取り組みにより，第３期福岡市障がい保健福祉計画における
利用者数見込617人（平成２６年度末）に対し，平成２６年６
月１日現在で市内に564人分を整備した。
 （市内整備数）平成23年度末415人分 平成24年度末491人分
・国の施設整備補助の活用や，設置費（事業開始時の敷金，
備品購入費等）や運営費（世話人等の代替職員雇用経費）の
助成を行っている。
・未利用の学校用地を貸し付け，強度行動障がい者を受け入
れるケアホームを整備した。（２４～２５年度）
・平成２３年度から住宅都市局と連携して市営住宅を活用す
るモデル事業に取り組み，平成２６年６月１日現在で，6住居
16人分を確保した。

なお，平成２６年度からは，モデル事業から本格実施とし
た。

○障がい者グループホーム，ケアホームの報酬体系について
は，政令指定都市で連携して運営実態を踏まえた報酬体系と
なるよう，国要望を行うこととしている。

10 精神障がい者への支援

○障がい者に対する医療費支援制度に基づく公費負担や
助成を実施していくとともに，精神障がいに対する医療
サービスの充実に努めます。
○特に，休日夜間のソフト救急を含む精神科救急医療体
制の整備や，精神障がい者の早期支援など，精神障がい
特有の課題に対応した取組を検討します。

○自立支援医療の円滑な運用に努めている。
○精神科救急システムの円滑な運用に努めている。
○未治療，治療中断者の支援や措置入院者、困難事例等の地
域生活の支援について、相談支援事業所等関係機関との連携
のもと実施している。
○ソフト救急については福岡県との協議が必要である。

11 福祉従事者の人材育成
【附帯意見（審議会答申）】
障がい福祉サービス従事者等の処遇改善や人材育成につ
いて，一層の支援に努められたい。

○障がい福祉サービス従事者等の処遇改善については，平成
２４年度から処遇改善加算が設けられるなど，全体として
2.0％増の報酬改定となったところだが，今後とも国に報酬改
定等について要望していく。

○処遇が困難な強度行動障がいなどについて，強度行動障が
い支援研修や共同支援の実施を通じて人材育成に努めてい
る。

－
４

－



（２）就労支援・社会参加

主な取組事項 取組の方向性（計画書から抜粋） 進捗・取組状況（今後の予定含む）

１
障がい者就労支援セン
ター事業の推進

障がいのある人が社会の一員として，日々生きがいを
持って暮らせるように，障がい者就労支援センターを中
心に，関係機関との連携のもと，就労支援施策を推進し
ます。

○就労支援センタ－では，平成２５年４月からコ－ディネ－
タ-業務を統括する係長級の副所長１人と主に職場開拓を行う
就労支援相談員１人（計２人）を増員した。

○企業に対し，障がい者雇用に関するセミナ－の開催や企業
訪問による職場開拓などを充実していく。また，今後とも，
企業開拓などの場面において，福岡労働局やハローワークな
どと連携を図りながら，職場実習など企業の障がい者雇用に
対する理解促進に向けた取組みを実施していく。

○市内の就労移行支援事業所等を対象にジョブコーチ支援，
企業開拓等の研修会を実施し，支援のための情報共有を行う
ことにより，福岡市全体の就労支援の底上げを図っていく。

○障がい者就労支援センタ－就職者数

　
　

就労については，障がい者就労支援センターを中心に，雇用される障がい者，雇用する企業の双方に対する支援を進めるとともに，障がい
者雇用や障がい者施設商品などの理解促進に向けた取組みを継続的に進めるなど，就労支援・社会参加の環境整備に努めている。

－
５

－



主な取組事項 取組の方向性（計画書から抜粋） 進捗・取組状況（今後の予定含む）

２
精神障がい者・発達障
がい者への就労支援

特に，就労意欲があっても就職の困難度が高いとされ
る，精神障がいや発達障がいのある方への就労支援に努
めます。

○精神障がい者の就労支援については，精神保健福祉セン
ターにおいて医療機関や障がい福祉サービス事業所などの精
神障がい者の支援者を対象とした就労支援研修を行い，就職
への後押しをしていただけるように啓発を行っている。

〇精神障がい者社会適応訓練事業については，障害者総合支
援法による就労支援に関する障がい福祉サービス事業所の増
加に伴い利用者が減少し，現在の利用者は３名である。本事
業の今後の方向性について，精神障がい者の就労支援全体の
中で検討する必要がある。

○精神障がい者・発達障がい者の就労支援については,障がい
者等地域生活支援協議会就労支援部会において，精神障がい
者・発達障がい者の就労支援における課題やその解決方法等
について整理し，具体的施策を検討した。

３
ときめきプロジェクト
の推進

障がい者施設での工賃に関しては，「ときめきプロジェ
クト」や障がい者施設商品のアンテナショップである
「ときめきショップ」等による商品ＰＲや商品力アップ
を通じて，工賃向上を支援します。

○障がい者施設の商品コンクール「ときめきセレクション」
やＰＲ・販売イベント「ときめきマーケット」を実施してい
るほか，施設職員向けセミナーの実施等により支援の充実を
図っている。

平成25年４月の障害者優先調達推進法の施行等に対応して担
当主査を新たに配置し，
○平成25年度から「ときめきグッズ受注・発注コーディネー
ト事業」を実施し，障がい者施設の品揃えや納期などの情報
を整理・集約して発注側（福岡市・企業等）に提供するとと
もに,受注コーディネート窓口を設置し，障がい者施設等への
発注促進を図っている。また，各種イベントや区役所庁舎等
への障がい者施設の出店調整に取り組んでいる。
○平成２５年６月に「福岡市障がい者優先調達推進本部」を
設置し，福岡市から障がい者施設等への公発注に全庁的に取
り組むため，毎年度，当該年度の調達目標を盛り込んだ「福
岡市障がい者就労施設等優先調達方針」を策定している。

－
６

－



（３）啓発・交流，広報・情報提供

主な取組事項 取組の方向性（計画書から抜粋） 進捗・取組状況（今後の予定含む）

１
地域交流活動などを通
した啓発

地域における交流を促進するなど，障がいに関する市民
の理解を促進するための取組を進めます。また，障がい
のある人が企業で働きやすい環境や，障がい者施設の商
品が身近なものになることなどを目指して，従来からの
啓発事業にとどまらず地域社会への働きかけを行い，障
がいへの理解の促進を図ります。

○障がい児と地域の子どもたちとの交流事業を実施する団体
に活動費を助成する「障がい児地域交流支援事業」や，障が
い福祉の専門家を地域団体等に派遣して地域交流の際に助言
を行う「障がい児地域交流支援コーディネーター派遣事業」
を実施するなどして，障がい児者の地域活動参加促進を図っ
ている。

○障がい者週間のイベントについては，関係者の方だけでは
なく，多くの市民の方に参加していただけるような工夫を
行っていく。（平成２５年度は，市役所ふれあい広場で開催
した）

○市民啓発講演会の開催（うつ病やひきこもりなど）
○精神保健福祉啓発交流事業「ハートメディア」の開催，
「こころの健康だより」「ハートメディア情報誌」の発行
○出前講座や研修講師派遣など。

２
利用者にとって分かり
やすい情報発信

利用者の視点に立ち，ユニバーサルデザインへの配慮を
徹底するなど，サービスの利用方法等について分かりや
すく情報を発信するとともに，相談窓口における的確な
情報提供に努めます。

○福祉サービスの制度改正に関する内容等について，逐次，
福岡市ホームページ，市政だより等で周知している。

○「福岡市の障がい福祉」を平成２６年７月末に15,000部発
行し，各区福祉・介護保険課等で配布する予定。

３
サービス未利用者への
適切な情報提供の推進

訪問相談支援の導入を検討するなど，サービス未利用者
への適切な情報提供に努めます。

行政をはじめとする関係機関が，サービス未利用者で適切な
情報提供が必要な者を把握した場合には，相談支援センター
に依頼をして，家庭訪問等を行うこととしている。

地域において障がいに対する理解を深めるため，障がい者週間などでの広報活動や障がい児と地域の子どもたちとの交流事業などを実施し
ている。また，今後とも，わかりやすい情報の発信に努めていく。

－
７

－



（４）相談支援・権利擁護

主な取組事項 取組の方向性（計画書から抜粋） 進捗・取組状況（今後の予定含む）

１
相談支援体制の充実・
検討

国の法律改正にあわせ，３障がいに総合的に対応できる
相談支援体制づくりや，サービス等利用計画の普及に伴
う相談支援専門員の資質の向上を図るとともに，体制の
充実について検討します。
【附帯意見（審議会答申）】
相談支援については，近年の相談件数の増加等を踏まえ
一層の体制整備を検討されたい。

○平成２６年１月に「福岡市障がい者基幹相談支援センター
（虐待防止センター）」を設置した。

○平成２７年度からの計画相談支援の完全実施に向け，相談
支援体制の充実のため，特定相談支援事業所の増加に取り組
んでいる。

○相談支援専門員の資質向上のため，２５年度は４回の相談
支援研修を市独自で実施した。２６年度も４回開催予定であ
る。

２ 自立支援協議会の充実

自立支援協議会の地域生活の課題解決機能を充実するた
め，組織体制を見直し，障がい者等が継続して地域で生
活できるよう総合的な支援体制の充実を図るとともに，
相談支援機関や自立支援協議会について周知を図りま
す。

平成２４年８月に設置した「福岡市障がい者等地域生活支援
協議会（旧自立支援協議会）」で，２５年３月から次期障が
い保健福祉計画に対する意見書作成に向けて，地域課題の把
握と対応策の方向性について協議を行っている。２６年度中
に意見書をとりまとめる予定。

３
発達障がい者支援セン
ターの充実

発達障がい者支援センターにおける相談・調整機能を高
め，支援者の育成や関係機関との連携により支援体制の
充実を図ります。

平成２４年度に嘱託職員１名の勤務時間をフルタイムに延長
するなど，発達障がい者支援センターの支援体制の強化を
図った。

４
災害時要援護者対策の
推進

災害時要援護者台帳について，制度の周知を図るととも
に，地域住民との連携や福祉避難所の指定など，災害時
の安全・安心を確保するための取組を進めます。
日常の地域活動を通した住民同士の顔の見える助け合い
を基盤とした，地域住民，地域団体，事業者，行政など
の多様な主体による地域における支え合いネットワーク
の形成に努めていきます。

災害時要援護者台帳制度の周知や福祉避難所の協定締結など
を推進していく。
・災害時要援護者台帳　17,651人（平成25年度末登載者数）
　　　　　(内訳：高齢者 12,230人，障がい者 5,421人）
・福祉避難所　39施設（平成２６年１月末協定締結数）

５ 虐待防止対策支援
虐待防止センターの設置を検討するとともに，相談支援
事業所や自立支援協議会と連携し，虐待防止の取組を進
めます。

市町村障害者虐待防止センターとして，「福岡市障がい者基
幹相談支援センター（虐待防止センター）」を平成２６年１
月に設置し，虐待防止に取り組んでいる。

２５年度に障がい者虐待・基幹相談支援センターを設置し，３障がいに総合的に対応できる相談支援体制づくりや相談支援専門員の資質向
上のための取組み，障がい者虐待防止のための取組みを進めている。

自立支援協議会は，障がい者の地域生活の課題解決機能を充実するため，組織体制を見直し，２４年度から障がい者等地域生活支援協議会
を発足した。本協議会は，障がい者等が継続して地域で生活できるよう総合的な支援体制の充実に向けて，次期障がい保健福祉計画に対する
意見書をとりまとめるようにしている。

－
８

－



（５）障がいのある子どもへの支援

主な取組事項 取組の方向性（計画書から抜粋） 進捗・取組状況（今後の予定含む）

１
障がいの早期発見・早
期支援

障がい児への支援策については，障がいの早期発見・早
期支援，障がい児が通う保育所・幼稚園等への支援及び
障がい児とその家族の在宅生活を支えるための取組をさ
らに充実強化していくとともに，近年，特に増加してい
る発達障がい児に対しては，個々の年齢や障がい特性，
家庭環境に応じた支援施策を検討していきます。

各区保健福祉センター（保健所）で実施している１歳６か月
健診，３歳児健診のアンケートを，発達障がいの早期発見の
観点から見直し，平成２４年７月から変更した結果，保健所
から心身障がい福祉センター等へ受診を紹介した人数が増加
した。

２ 療育体制等の整備

同上

【附帯意見（審議会答申）】
障がいのある子どもの保護者の就労に対応できるよう，
家族支援については，一層の支援方策を検討されたい。

平成２４年４月に東部療育センターを開所し，市内の障がい
児通園施設の療育体制の充実を図った。

障がいのある子どもは，発達に心配があるなど障がいの疑いが生じた段階からの早期対応・早期支援が必要であることから，障がいのある
子どもに対し，早期発見，早期支援，さらにノーマライゼーションの理念のもとに，それぞれの自立をめざした療育体制の整備を進めてき
た。

－
９

－



２　障がい福祉サービスに関する数値目標について

目標値
22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末

195人 227人 261人 292人 410人

82人 86人 95人 80人 136人

129人
（H22.11月現

在）
147人 155人

（参考）
調査中 －

71人 62人 138人 204人 55人

ア　就労移行支援の利用者数 237人 300人 392人 460人 320人

イ　就労継続支援（Ａ型）の利用者数 73人 91人 206人 409人 200人

　施設入所者の地域生活への移行に関しては，数値目標を大きく下回っている。
福祉施設から一般就労への移行に関しては，就労移行支援及び就労継続支援（Ａ型）の事業所数が増加したこともあり，平成２６年度末の数値目標をすでに達成し

ている。

実　績
項　目

（３）福祉施設から一
般就労への移行

（１）施設入所者の
地域生活への移行

②就労支援を目的
とする通所施設の
利用者数

①平成17年10月１日時点の施設入所者のうち，地域生活へ移
行する者の数

②平成17年10月１日時点と比較した施設入所者の減少数

①就労支援を目的とする通所施設から一般就労する者の数

（２）入院中の精神障がい者の地域生活への移行

－
１
０
－



３　障がい福祉サービスに関する各サービスの見込量について

（１）訪問系サービス
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）時間／月 42,238 43,699 45,160 60,418 65,874 71,822
実績（Ｂ）時間／月 46,003 50,825 56,220 59,612 61,998
Ｂ／Ａ（％） 108.9% 116.3% 124.5% 98.7% 94.1%
見込量（Ａ）時間／月 24,015 27,452 30,889 29,138 32,637 36,557
実績（Ｂ）時間／月 19,678 23,225 25,395 25,240 24,845
Ｂ／Ａ（％） 81.9% 84.6% 82.2% 86.6% 76.1%
見込量（Ａ）時間／月 22,051 23,676 25,421
実績（Ｂ）時間／月 11 8,197 16,454
Ｂ／Ａ（％） 37.2% 69.5%
見込量（Ａ）時間／月 480 600 720 739 935 1,183
実績（Ｂ）時間／月 391 462 676 977 964
Ｂ／Ａ（％） 81.5% 77.0% 93.9% 132.2% 103.1%
見込量（Ａ）人／月 0 0 0 0 0 0
実績（Ｂ）人／月 0 0 0 0 3
Ｂ／Ａ（％） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

※平成23年10月からサービス開始（視覚障がい者は移動支援から同行支援へ平成25年度完全移行）　

（２）日中活動系サービス
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）人／月 1,300 1,476 1,610 2,160 2,250 2,350
実績（Ｂ）人／月 1,127 1,452 2,007 2,389 2,517
Ｂ／Ａ（％） 86.7% 98.4% 124.7% 110.6% 111.9%
見込量（Ａ）人／月 48 55 60 80 90 90
実績（Ｂ）人／月 47 89 67 57 66
Ｂ／Ａ（％） 97.9% 161.8% 111.7% 71.3% 73.3%
見込量（Ａ）人／月 170 193 210 190 200 210
実績（Ｂ）人／月 122 151 146 162 182
Ｂ／Ａ（％） 71.8% 78.2% 69.5% 85.3% 91.0%
見込量（Ａ）人／月 258 293 320 290 310 320
実績（Ｂ）人／月 202 237 300 392 460
Ｂ／Ａ（％） 78.3% 80.9% 93.8% 135.2% 148.4%
見込量（Ａ）人／月 162 183 200 140 170 200
実績（Ｂ）人／月 61 73 91 206 409
Ｂ／Ａ（％） 37.7% 39.9% 45.5% 147.1% 240.6%
見込量（Ａ）人／月 630 715 780 1,050 1,070 1,090
実績（Ｂ）人／月 565 816 1,147 1,347 1,493
Ｂ／Ａ（％） 89.7% 114.1% 147.1% 128.3% 139.5%
見込量（Ａ）人／月 135 153 167 70 74 78
実績（Ｂ）人／月 63 67 65 194 192
Ｂ／Ａ（％） 46.7% 43.8% 38.9% 277.1% 259.5%
見込量（Ａ）日／月 744 760 776 1,682 1,953 2,267
実績（Ｂ）日／月 1,075 1,248 1,300 1,414 1,589
Ｂ／Ａ（％） 144.5% 164.2% 167.5% 84.1% 81.4%

重度訪問介護

行動援護

重度障害者等包括支援

同行援護※

区　分

居宅介護

サービスの種類

就労移行支援

サービスの種類

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

療養介護

短期入所

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

区　分

生活介護

-11-



（３）居住系サービス
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）人／月 439 512 585 485 549 617
実績（Ｂ）人／月 311 366 443 552 640
Ｂ／Ａ（％） 70.8% 71.5% 75.7% 113.8% 116.6%
見込量（Ａ）人／月 1,054 1,197 1,305 1,258 1,245 1,232
実績（Ｂ）人／月 476 699 1,094 1,273 1,288
Ｂ／Ａ（％） 45.2% 58.4% 83.8% 101.2% 103.5%

※平成26年4月から共同生活介護（ケアホーム）が共同生活援助（グループホーム）に一元化

（４）相談支援
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）人 152 294 438 6,450 7,106 7,829
実績（Ｂ）人 5 8 21 39 130
Ｂ／Ａ（％） 3.3% 2.7% 4.8% 0.6% 1.8%
見込量（Ａ）人 13 14 15
実績（Ｂ）人 1 6
Ｂ／Ａ（％） 7.7% 42.9%
見込量（Ａ）人 25 26 27
実績（Ｂ）人 3 10
Ｂ／Ａ（％） 12.0% 38.5%

※平成24年４月からサービス開始

＜参考＞
　

施設入所支援

サービスの種類

共同生活援助
（グループホーム）

地域定着支援※

サービスの種類 区　分

計画相談支援

地域移行支援※

計画相談支援の見込量については，障害者自立支援法一部改正（平成24年4月施行）に伴う国の考え
方を踏まえ，平成24年度から障がい福祉サービス利用者すべてを計上した。（国制度上，平成24年度～
26年度は経過措置規定あり）

区　分

-12-



４　地域生活支援事業に関する各事業の見込量について

（１）必須事業

①相談支援事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）ヵ所 2 2 2 2 2 2
実績（Ｂ）ヵ所 2 2 2 2 2
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）ヵ所 1 1 2 2 2 2
実績（Ｂ）ヵ所 1 1 2 2 2
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）ヵ所 6 7 7 7 7 7
実績（Ｂ）ヵ所 6 7 7 7 7
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）ヵ所 6 6 7 7 7 7
実績（Ｂ）ヵ所 6 6 7 7 7
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）ヵ所 4 4 4 1 1 1
実績（Ｂ）ヵ所 4 4 4 1 1
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）ヵ所 2 2 3 3 3 3
実績（Ｂ）ヵ所 2 2 3 3 3
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）ヵ所 1 1 2 1 1 1
実績（Ｂ）ヵ所 1 1 1 1 1
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）人 10 20 25 46 46 46
実績（Ｂ）人 13 62 63 47 28
Ｂ／Ａ（％） 130.0% 310.0% 252.0% 102.2% 60.9%
見込量（Ａ）人 1 1 1 1 1 1
実績（Ｂ）人 1 0 3 5 2
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 0.0% 300.0% 500.0% 200.0%

②コミュニケーション支援事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）人 2,793 2,793 2,793 2,262 2,262 2,262
実績（Ｂ）人 2,179 2,344 2,153 2,378 2,503
Ｂ／Ａ（％） 78.0% 83.9% 77.1% 105.1% 110.7%
見込量（Ａ）件 162 162 162 191 191 191
実績（Ｂ）件 186 196 189 198 221
Ｂ／Ａ（％） 114.8% 121.0% 116.7% 103.7% 115.7%
見込量（Ａ）人
実績（Ｂ）人 1 7
Ｂ／Ａ（％）

障がい児等療育
支援事業

重度障がい者入院時
コミュニケーション支

援事業

区　分

心身障がい福祉センター

療育センター

要約筆記者派遣事業

知的障がい者地域
生活支援センター

精神障がい者地域
生活支援センター

サービスの種類

自立支援協議会

手話通訳者派遣事業

市町村相談支援
機能強化事業

住宅入居等支援事業

成年後見制度利用
支援事業

サービスの種類 区　分
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③日常生活用具給付事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）件 156 163 170 109 109 109
実績（Ｂ）件 113 104 102 128 138
Ｂ／Ａ（％） 72.4% 63.8% 60.0% 117.4% 126.6%
見込量（Ａ）件 294 307 321 314 314 314
実績（Ｂ）件 283 345 289 342 368
Ｂ／Ａ（％） 96.3% 112.4% 90.0% 108.9% 117.2%
見込量（Ａ）件 264 276 288 210 210 210
実績（Ｂ）件 186 234 225 382 266
Ｂ／Ａ（％） 70.5% 84.8% 78.1% 181.9% 126.7%
見込量（Ａ）件 341 356 372 320 320 320
実績（Ｂ）件 256 384 390 386 421
Ｂ／Ａ（％） 75.1% 107.9% 104.8% 120.6% 131.6%
見込量（Ａ）件 14,594 15,945 17,296 33,824 37,815 42,277
実績（Ｂ）件 19,251 27,061 20,739 20,967 21,836
Ｂ／Ａ（％） 131.9% 169.7% 119.9% 62.0% 57.7%
見込量（Ａ）件 64 64 64 62 62 62
実績（Ｂ）件 64 60 65 75 76
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 93.8% 101.6% 121.0% 122.6%

※排せつ管理支援用具は，継続的に給付するものであるため，１人１か月分の給付を１件とし，その年間
の累計を計上している。

④移動支援事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）人／月 1,138 1,210 1,282 831 907 990
実績（Ｂ）人／月 1,091 1,211 1,303 1,151 835
Ｂ／Ａ（％） 95.9% 100.1% 101.6% 138.5% 92.1%
見込量（Ａ）時間／月 29,702 31,581 33,460 13,515 14,511 15,580
実績（Ｂ）時間／月 28,457 30,851 32,914 25,118 14,599
Ｂ／Ａ（％） 95.8% 97.7% 98.4% 185.9% 100.6%

⑤地域活動支援センター機能強化事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）ヵ所 6 6 7 7 7 7
実績（Ｂ）ヵ所 6 6 7 7 7
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）人 120 120 140 140 140 140
実績（Ｂ）人 120 120 140 140 140
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）ヵ所 28 32 43 20 24 30
実績（Ｂ）ヵ所 23 26 17 16 14
Ｂ／Ａ（％） 82.1% 81.3% 39.5% 80.0% 58.3%
見込量（Ａ）人 325 360 470 343 386 463
実績（Ｂ）人 469 511 336 324 242
Ｂ／Ａ（％） 144.3% 141.9% 71.5% 94.5% 62.7%

⑥発達障がい者支援センター運営事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）ヵ所 1 1 1 1 1 1
実績（Ｂ）ヵ所 1 1 1 1 1
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
見込量（Ａ）人 630 660 690 1,435 1,615 1,795
実績（Ｂ）人 856 1,075 1,232 1,456 1,443
Ｂ／Ａ（％） 135.9% 162.9% 178.6% 101.5% 89.3%

排せつ管理支援用具※

介護・訓練支援用具

自立生活支援用具

区　分

実利用人数

利用時間数

在宅療養等支援用具

区　分

サービスの種類 区　分

Ⅰ型

Ⅱ型・Ⅲ型

情報・意思疎通支援用具

サービスの種類

サービスの種類

居宅生活動作補助用具

サービスの種類 区　分

発達障がい者
支援センター
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（２）選択事業

①福祉ホーム事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）人／月 24 24 24 24 24 24
実績（Ｂ）人／月 13 16 17 19 20
Ｂ／Ａ（％） 54.2% 66.7% 70.8% 79.2% 83.3%

②訪問入浴事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）人／月 68 71 74 61 61 61
実績（Ｂ）人／月 59 62 72 75 70
Ｂ／Ａ（％） 86.8% 87.3% 97.3% 123.0% 114.8%

③施設入所者就職支度金給付事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）件 20 30 40 40 40 40
実績（Ｂ）件 13 8 16 26 32
Ｂ／Ａ（％） 65.0% 26.7% 40.0% 65.0% 80.0%

④生活支援事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）人 22 22 22 29 29 29
実績（Ｂ）人 28 29 27 30 32
Ｂ／Ａ（％） 127.3% 131.8% 122.7% 103.4% 110.3%
見込量（Ａ）人 48 48 48 53 53 53
実績（Ｂ）人 51 54 55 54 65
Ｂ／Ａ（％） 106.3% 112.5% 114.6% 101.9% 122.6%
見込量（Ａ）人 15 15 15 15 15 15
実績（Ｂ）人 15 15 15 11 11
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 73.3% 73.3%
見込量（Ａ）ヵ所 7 7 7 7 7 7
実績（Ｂ）ヵ所 7 7 7 7 7
Ｂ／Ａ（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

⑤社会参加促進事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）人 25,846 27,208 28,647 28,707 29,707 30,707
実績（Ｂ）人 24,592 26,605 25,104 25,226 22,012
Ｂ／Ａ（％） 95.1% 97.8% 87.6% 87.9% 74.1%
見込量（Ａ）人 22,378 24,097 25,952 28,531 29,531 30,531
実績（Ｂ）人 23,401 25,858 26,352 27,310 24,010
Ｂ／Ａ（％） 104.6% 107.3% 101.5% 95.7% 81.3%
見込量（Ａ）件 1,564 1,564 1,564 1,209 1,209 1,209
実績（Ｂ）件 1,189 1,182 1,128 1,086 1,064
Ｂ／Ａ（％） 76.0% 75.6% 72.1% 89.8% 88.0%
見込量（Ａ）人 56 56 56 77 77 77
実績（Ｂ）人 83 71 59 87 74
Ｂ／Ａ（％） 148.2% 126.8% 105.4% 113.0% 96.1%
見込量（Ａ）件 10 10 10 14 14 14
実績（Ｂ）件 18 10 14 15 26
Ｂ／Ａ（％） 180.0% 100.0% 140.0% 107.1% 185.7%
見込量（Ａ）件 26 26 26 48 48 48
実績（Ｂ）件 44 51 30 43 41
Ｂ／Ａ（％） 169.2% 196.2% 115.4% 89.6% 85.4%

福祉ホーム

サービスの種類 区　分

訪問入浴

サービスの種類 区　分

オストメイト社会適応訓練

音声機能障がい者
発声訓練事業

サービスの種類 区　分

就職支度金

サービスの種類 区　分

サービスの種類 区　分
スポーツ・レクリ
エーション教室
開催等事業

芸術・文化講座
開催等事業

音声機能障がい者
発声訓練指導者

養成事業

家族教室等開催事業

自動車改造助成事業

点字・声の広報等
発行事業

奉仕員養成研修
事業（手話・要約筆
記・点訳・朗読）

自動車運転
免許取得事業
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⑥日中一時支援事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）回／月 1,032 1,132 1,232 773 831 894
実績（Ｂ）回／月 621 668 628 712 725
Ｂ／Ａ（％） 60.2% 59.0% 51.0% 92.1% 87.2%
見込量（Ａ）人／月 258 283 308 280 297 315
実績（Ｂ）人／月 235 249 281 275 276
Ｂ／Ａ（％） 91.1% 88.0% 91.2% 98.2% 92.9%

⑦生活サポート事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）時間／月 8 8 8 14 14 14
実績（Ｂ）時間／月 0 0 2 1 0
Ｂ／Ａ（％） 0.0% 0.0% 25.0% 7.1% 0.0%
見込量（Ａ）人／月 1 1 1 1 1 1
実績（Ｂ）人／月 0 0 1 1 0
Ｂ／Ａ（％） 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

⑧その他の事業
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込量（Ａ）件 304 315 326 560 560 560
実績（Ｂ）件 377 743 625 408 270
Ｂ／Ａ（％） 124.0% 235.9% 191.7% 72.9% 48.2%

サービスの種類 区　分

利用回数

実利用人数

サービスの種類 区　分

「障がい者110番」
運営事業

実利用人数

サービスの種類 区　分

利用時間
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